緊　急　事　態　対　策　要　領

第1章　総　　則

（目　的）

第1条

　この要領は、地震・風水害・火災・爆発・その他の災害及び事故のうち、重大なものを対象として防災及び災害発生時の対応措置に必要な対策を定め、これらの災害の発生に際しては直ちに社内体制を整え、迅速かつ適切な対応，活動を行うことにより、当社及び得意先における損失を最小限にとどめるとともに早急な復旧を図ることを目的とする。

（災害の区分）

第2条

　災害をその種類及び規模に応じて、次のとおり「大震災」及び「重大災害」に区分する。

　1　大震災

　　　大規模な地震（震度6以上を目安とする）により、各地域において人身・施設等に重大な被害が発生するとともに、通信・交通が全面的に途絶した状況にあるとき。

　2　重大災害

　　　地震（1．の場合を除く）・風水害・火災・爆発その他の災害及び事故発生によって当社あるいは発注者において人身・施設等に重大な被害が発生した状況にあるとき。

（対応方針及び対策機関）

第3条

　災害に対する対応方針及び臨時に設置する対策機関は、前条の災害の区分に応じて次の

とおりとする。

	
	対応方針
	臨時の対策機関

	大　震　災


	職制を超えた組織を編成し,通常

業務に優先して対応する
	震災対策本部



	重大災害


	原則として職制により通常業務

に優先して対応する
	緊急対策本部




（常設の対策機関）

第4条

　平常時において、災害対策に関する基本計画の立案及び推進並びに関係部署間の連絡調整にあたるとともに、重大災害発生時においては、災害情報の収集・伝達及び対策の実行のため「緊急対策事務局」を本社内におく。
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（震災対策本部の設置）

第5条

　大規模地震が発生したとき、対応処置の統括・指揮及び実行にあたる臨時の対策機関として、「震災対策本部」を社長の決定により社内に設置する。なお,本部長は社長が兼任する。

（震災対策本部の解散）

第6条

　震災対策本部は、この対応措置の実行により所期の目的を達成したとき、本部長の決定により解散する。

（震災対策本部の活動）

第7条

　震災対策本部は消防計画書により、消火・避難・誘導・通報等の活動にあたる。

（勤務時間外の対策）

第8条

　1　夜間・休日等の勤務時間外に大規模地震が発生したとき、臨時の震災対策本部を原則として「社長自宅」に設置する。

　2　臨時震災対策本部は、道路・交通機関等の復旧により、あるいはその後の状況により、社内に設置することが可能になったときは、本部長の決定により速やかに移転する。

（行動基準）

第9条

　大規模地震が発生したときの組織及び個人の行動基準は別に定める。

第3章　　重大災害

（緊急対策本部の設置）

第10条

　1　重大災害が発生したときは、第3条に規定するとおり原則として職制により通常は業務に優先して対応する。ただし,被災者等を所管する部門長は、対応措置の統括・指揮及び実行に当たる臨時の対策機関として必要に応じて、当該部門内に「臨時対策本部」を設置することができる。

　2　緊急対策本部の業務及び構成員は、それぞれの部門の実績にあわせて部門で定める。
（得意先施設の復旧行動基準）

第11条

　重大災害が発生したときの発注者等に対する被災状況の調査及び緊急出動は、状況に応じて緊急対策本部長が決定する。

（災害状況の報告）

第12条

　部門長は、自己の所管に関わる重大災害が発生したときは、直ちにその状況を社長に報告する。

（事前措置及び報告）

第13条

　部門長は、大規模な台風・地震等の予知情報により被害の発生が予想される場合、施設・資機材・備品等の整備状況の確認、構成員の待機等の必要な措置を実施し、社長に報告する。

（支援活動）

第14条

　重大災害が発生した場合、発注者並びに官庁等より支援要請を受けた部門は社長に報告し通常業務に優先して支援活動を行う。

第4章　　平常対策

（日常活動）

第15条

　部門長は、日常から所属員全員に災害に対する意識を喚起させるともに、災害発生時に

おける業務分担とその実行を徹底しておかなければならない。

付　　則

平成○○年○○月○○日　制定
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